
 

令和６年度事業報告書 
 

公益財団法人ふくしま自治研修センター 
 

本センターの基本理念である「自ら考え行動し目標を達成する職員」を育成するため、令和

６年度は、基本研修９課程（一般職研修６課程、管理者・監督者研修３課程）及び選択研修 

１０講座を実施した。 

また、団体が主催する研修会に講師を派遣するとともに、政策形成実践研修の実施や総括支

援アドバイザーによる助言・指導等の実施により、自治体の政策形成を支援した。 
 
 

Ⅰ 研修事業 
 
 
１ 各種研修事業 

 

 (1) 基本研修 

 

ア 一般職研修（６課程） 
新規採用職員から若年層・中堅層のスタッフ職を対象に、それぞれの対象年代又は職層の職

員に共通して求められる意識の醸成及び必要とされる能力の向上を図ることを目的として実施

した。 

 

研修課程 対象者 主な研修内容 回数 日数 修了人数 
有意義度 

６年度 ５年度 

 
新規採用
職 員 
（前期） 
研 修 

 

その年度の

新 規 採 用 

職 員 

 
①講話 
②公務員倫理 
③住民サービス向上のための接遇 
④仕事のポイント 
⑤講演 

⑥他、動画による学習支援 

 

 
７回 

 

 

３日 

 

 

529人 

 
99.6% 

 
98.8% 

 
新規採用
職 員 
（後期） 
研 修 

 

その年度の

新 規 採 用 

職 員 

 
①自治体職員としての働き方を考
える 

②事例から学ぶ公務員倫理 
③住民満足度向上のための対応能
力の養成 

④論理的思考力とプレゼンテーシ
ョン能力の養成 

 

 
８回 

 

 
４日 

 

 
660人 

 

 
98.0% 

 
97.9% 

 
新規採用 
職員（社会
人経験者） 
研 修 
 

 
その年度の 
新 規 採 用 
職 員 

 
①講話 
②公務員倫理と接遇 
③仕事の進め方と政策形成 

④他、動画による学習支援 

 

 
３回 

 
１日 

 
186人 

 
94.2% 

 
－ 

 

基 礎 力 

ア ッ プ 

研  修 

 
採用後４年
目 の 一 般 
職 員 

 
①講演 
②コンプライアンス研修 
③キャリアデザイン 
④政策形成の基礎 
 

 
10回 
 
 
 

 
２日 
 

 
769人 

 

 
94.6% 

 
94.9% 



 

研修課程 対象者 主な研修内容 回数 日数 修了人数 
有意義度 

６年度 ５年度 

 

応 用 力 

ア ッ プ 

研    修 

 
採用後８年
目 の 一 般 
職 員 

 
①講演 
②コンプライアンス研修 
③生産性向上の着眼点 
④サポート力の養成 
 

 
９回 
 
 
 

 
２日 
 

 
660人 

 

 
93.9% 

 
93.2% 

 
実 行 力 
ア ッ プ 
研  修 

 
採用後 1 2年
目 の 一 般 
職 員 

 
①講演 
②コンプライアンス研修 
③生産性向上の実践方法 

④住民協働のためのファシリテー

ション能力養成 

 

 
10回 

 
２日 

 
747人 

 
95.1% 

 
92.2% 

一般職研修 合計 ６課程 ４７回   ３，５５１人 

 

 

イ 管理者・監督者研修（３課程） 

新たに管理職・監督職に就いた職員を対象に、それぞれのポストに求められる能力の向上を

図ることを目的として実施した。 

 

研修課程 対象者 主な研修内容 回数 日数 修了人数 
有意義度 

６年度 ５年度 

 
新任係長
研 修 

 

新たに監督

職に就いた

職 員 

 

 
①講話 
②コンプライアンス研修 

③係長に求められるマネジメント

とは 

 

 
６回 

 

 
２日 

 

 
428人 

 

 
95.4% 

 
91.8% 

 
新任管理
者 研 修 

 

 
新たに管理
職に就いた
職 員 

 
①講話 
②コンプライアンス研修 
③管理者に求められるマネジメン
トとは 

 

 
４回 

 

 
２日 

 

 
306人 
 

 

 
96.3% 

 
94.2% 

 
新任課長
研 修 

 

 

 
新たに課長
職に就いた
職 員 

 

 
①講話 
②コンプライアンス研修 

③課長に求められる組織のマネジ

メント 

 

 
４回 

 

 
２日 

 

 
244人 
 

 

 
94.5% 

 
85.4% 

管理者・監督者研修 合計  ３課程 １４回   ９７８人 

 

 
基本研修 合計 

 

 
９課程  ６１回  ４．５２９人 

 

  



 

(2) 選択研修 

基本研修と連携し、またその内容を補完しながら相乗的に、基礎的能力から高度な専門能力ま

で、職員に必要とされる様々な知識の習得又は能力の開発及び向上を図ることを目的に実施し

た。 
 
ア 基礎能力・業務遂行能力開発コース（５講座） 

公務員に必要な基本的な知識の習得と、業務遂行に必要な技術の習得を目的に実施した。 
 

研修課程 対象者 主な研修内容 回数 日数 修了人数 
有意義度 

６年度 ５年度 

 
接 遇 実 践 
講  座 

 
一 般 職 員 
（採用後２
年目～） 

 
〈講義と演習〉 
①住民窓口における接遇の心構え 
②基本接遇スキルを磨く 
③クレーム対応のスキルアップ 
④住民サービス向上への接遇 
 

 
１回 
 

 
１日 
 

 
100人 

 

 
94.0% 

 
96.6% 

 
地方公会計
講  座 
（実践編） 
【オンライン】 

 
一 般 職 員 
（公会計実
務に３か月
以上携わっ
た者） 

 
〈講義と演習〉 
①固定資産台帳の更新 
②財務書類の読み方、財務情報を用
いた自治体経営分析 

③財務分析演習 
④公会計情報の活用事例 
 

 
１回 
 
 
 

 
１日 
 

 
61人 

 

 
77.4% 

 
(旧) 

基礎編 

79.3% 
応用編 

87.3% 

 
レジリエン
ス 講 座 
【オンライン】 

 
一 般 職 員 

 
〈講義と演習〉 
①社会の変化とメンタルヘルス不調 

②レジリエンスとは何か 
③レジリエンスを高めるために 
④職場においてチームのレジリエ

ンスを高めるために自分ができ
ること 
 

 
１回 
 
 
 

 
１日 
 

 
136人 

 

 
77.9% 

 
91.2% 

 
法 令 入 門 
講  座 
【オンライン】 

 
一 般 職 員 

 

 
〈講義と演習〉 
①地方公務員が法律を学ぶ意義 
②法律の示す「公平の感覚」 
③事故、危機発生の予防のための法

律思考の実践 
④法律・条例の構造を学ぶ 
⑤条文の構造のルール 
⑥条文を正しく読むための法令用語 
 

 
１回 
 
 
 

 
１日 
 

 
124人 

 

 
89.5% 

 
82.3% 

 
アート思考
講  座 

 
 

 

 
全 職 員 
(一般職員、
管理者・監
督者） 

 
〈講義と演習〉 
①学び方の「X（トランスフォーメ

ーション）」とは何か 
②自分を客観視する力を育む 
③自分の働く動機を外発的から内

発的に変える 
④今日から行動していくためのロ

ードマップ創り 
 

 
１回 

 
１日 

 
47人 

 
95.7% 

 
－ 

〈基礎能力・業務遂行能力開発コース〉 小計 ５講座 ５回   ４６８人 



 

 
イ 政策形成能力開発コース（１講座） 

地域の現状を正しく理解し、地域独自の政策を形成できる能力の向上をねらいとし、現状の

把握、情報の収集・分析から政策評価に至るまで、政策形成・実現課程に必要な能力の習得を

目的として実施した。 

 

研修課程 対象者 主な研修内容 回数 日数 修了人数 有意義度 

６年度 ５年度 

 

政策立案の

た め の 

データ分析

講 座 

 

一般職員 

（採用後
４年目～） 

 
〈講義と演習〉 
①マーケティングの基本 
②住民ニーズの探索 
③様々なデータの活用 
 

 
１回 
 
 

 

 
２日 
 

 
34人 

 

 
100.0% 

 
100.0% 

〈政策形成能力開発コース〉 小計 １講座 １回   ３４人 

 

 

 

ウ 協働・対人能力開発コース（２講座） 

地域の様々な主体（住民、企業及びＮＰＯ等）と協働で事業を展開することのできる能力の

向上をねらいとし、住民の視点で思考することのできる能力や組織内外とのコミュニケーショ

ン能力、プレゼンテーションの能力等の習得を目的として実施した。 

 

研修課程 対象者 主な研修内容 回数 日数 修了人数 
有意義度 

６年度 ５年度 

 

折衝・交渉

力養成講座 

 

一 般 職 員 

（採用後４
年 目 ～ ） 

 
〈講義と演習〉 
①交渉とは 
②諦めないために必要なこと 
  
 

 
１回 
 
 

 

 
１日 
 

 
65人 

 

 
95.3% 

 
95.7% 

 

合 意 形 成 

能力の養成 

講 座 

 

一 般 職 員 

（採用後４
～８年目） 

 
〈講義と演習〉 
①合意形成に必要な関係者と
の調整 

②調整力とは 
③調整者のリーダーシップ 
④調整のための事前の関係構築 
⑤調整時にこちらの思いを伝え
る交渉力 

 

 
１回 

 
１日 

 
59人 

 
96.6% 

 
96.7% 

〈協働・対人能力開発コース〉 小計 ２講座 ２回   １２４人 

 

 
 
 
 
 
 



 

エ マネジメント能力開発コース（１講座） 

組織運営や住民の視点に立った行政経営ができる能力の向上をねらいとし、管理・監督者に 

      必要な組織マネジメント能力の習得を目的として実施した。 

 

研修課程 対象者 主な研修内容 回数 日数 修了人数 
有意義度 

６年度 ５年度 

 

行 政 の 

ス リ ム 化 

講  座 

 

 
管 理 者 

・ 
監 督 者 

 

 
〈講義と演習〉 
①事業スクラップ 
②スクラップをするにあたって必
要なこと 

③ＢＰＲの活用 
④ＤＸの推進 
 

 
１回 
 
 

 

 
１日 
 

 
35人 

 

 
85.7% 

 
－ 

〈マネジメント能力開発コース〉 小計 １講座 １回   ３５人 

 

 
オ 危機管理能力開発コース（１講座） 

有事の際に求められる判断力・対応力の向上を図るとともに、管理・監督者に必要な危機管

理能力の習得を目的として実施した。 

 

研修課程 対象者 主な研修内容 回数 日数 修了人数 有意義度 

６年度 ５年度 

 

危 機 管 理 

講 座 

 
管 理 者 

・ 
監 督 者 

 
〈講義と演習〉 
①危機管理とリスクマネジメント 
②有事における危機管理 
③有事におけるマネジメントとリ
ーダーシップ 

④有事に備える平時の対応 
⑤行政責任と危機管理広報 
⑥記者会見の模擬実習 
 

 
１回 

 
２日 

 
32人 

 
96.8% 

 
94.3% 

〈危機管理能力開発コース〉 小計 １講座 １回   ３２人 

 

 

 
選択研修 合計 

 

 
１０講座  １０回  ６９３人 

 

 
 
 

研修生総受入人数      ５，２２２人 

 

 
 



 

 
(3) 令和 7年度研修の企画及び実施のための事業 

      令和 7年度研修事業の企画及び実施に向けて、次の事業を行った。 

 

ア 研修ニーズの調査・把握等の実施 

各自治体等からの要望に応えた研修内容とするため、各課程や講座に係る研修派遣者数予
定及び実施要望に関する調査を実施したほか、研修事務担当者会議（オンライン）及び研修
担当課長会議を開催し、各団体等の研修ニーズの調査・把握に努めた。 

  

 イ 研修効果の測定・研修評価の実施 

効果的な研修事業の実施に向けて、研修生及び担当講師を対象としたアンケート調査を実
施した。また、研修評価会議等の実施により、研修内容を総合的に評価し、当年度の実施及
び次年度の研修内容の改善・充実を図った。 

 

(4) 研修講師の養成 

センター職員の資質向上を図るため、各種研修機関が実施する研修等に職員を派遣した。 

 
 
 

２ 研修支援事業 
各自治体等がそれぞれの人材育成基本方針等に基づいて実施する研修、独自の人材育成の

取組や職場研修（ＯＪＴ）が円滑かつ効果的に行えるよう、次の支援事業を実施した。 

 
(1) 研修講師の派遣 

各自治体等からの要望に応じて、センター職員を研修講師として派遣した。 
 

ア 実施内容 

科目 科目内容 支援を行った団体名 

接 遇 ① 公務における接遇 

② 接遇の基本 

③ 各場面での接遇 

・福島県  ・本宮市  ・田村市  ・相馬市 

・三春町  ・矢祭町  ・平田村  ・湯川村 

・福島県都市公園・緑化協会 

・公益財法人福島市スポーツ振興公社    計 10団体 

公務員倫理 ① 公務員に求められる倫理 

② 法令等の遵守 

③ どのように行動すればよ

いのか 

・田村市  ・会津若松市・喜多方市 ・桑折町 

・三春町  ・矢祭町  ・会津美里町・浪江町 

・福島イノベーション・コースト構想推進機構 

・郡山地方広域消防組合消防本部 

・伊達地方消防組合消防本部 

・喜多方市広域市町村圏組合 

・南会津広域市町村圏組合 

・相馬地方広域市町村圏組合        計 14団体 

◆実施回数 ４３回   ◆受講者数 １，３４４人 

 
イ 参加者の感想 
○接遇 
・クレーム対応について、他職員の話を聞きながら、より実務的な対応を学ぶことができた。 
・住民の方と接するときの基本的なポイントを改めて学ぶことができた。実際の業務で悩ん
だことも例としてあり、とても参考となった。 

・あいさつや言葉遣い、公務員としてのあるべきマナーなど、自分自身の職種と結びついた
接遇を学ぶことができた。 

 



 

 
○公務員倫理 
・改めて仕事に対し、どのような姿勢・心構えで臨むべきか問いなおすよい時間だった。 
・法令等の遵守は当たり前のことだが、それ以上に公務員倫理を理解して行動することが大
切だと分かった。 

・自らの自治体の倫理規定を読み返す必要があると感じた。 
 
 
(2) 研修教材の貸出し・提供 

各自治体等からの要望に応じて、センターが保有する研修テキスト・演習教材や視聴覚
教材等の貸出し・提供を行った。 

 
   研修教材の提供：５件 

教材等名称 件数 支援を行った団体名 

文書事務への道案内 1件 福島県 

公務員倫理 2件 福島県、ふくしま市町村支援機構 

接遇 2件 福島県、郡山地方広域消防組合消防本部 

 



実施回数 県 市町村 公社等 総計

 基本研修 61 1,651 2,554 324 4,529

 一般職研修 47 1,330 1,987 234 3,551

 新規採用職員（前期）研修 7 269 234 26 529

 新規採用職員（後期）研修 8 267 365 28 660

新規採用職員（社会人経験者）研修 3 68 101 17 186

 基礎力アップ研修 10 245 484 40 769

 応用力アップ研修 9 203 402 55 660

 実行力アップ研修 10 278 401 68 747

 管理者・監督者研修 14 321 567 90 978

 新任係長研修 6 120 268 40 428

 新任管理者研修 4 124 151 31 306

 新任課長研修 4 77 148 19 244

 選択研修 10 37 485 171 693

1 4 72 24 100

1 9 31 21 61

1 4 92 40 136

1 7 97 20 124

1 1 37 9 47

1 1 29 4 34

1 3 49 13 65

1 5 37 17 59

1 3 24 8 35

1 0 17 15 32

71 1,688 3,039 495 5,222

行政のスリム化講座

危機管理講座

総　　　　　　　　　　計

レジリエンス講座

法令入門講座

アート思考講座

政策立案のためのデータ分析講座

折衝・交渉力養成講座

＜参考１＞　令和６年度研修受講者内訳実績

区　　　　　　　　　　分

接遇実践講座

地方公会計講座（実践編）

合意形成能力の養成講座



職層研修 専門研修等 計 職層研修 専門研修等 計 職層研修 専門研修等 計

人 2,011 490 2,501 2,526 908 3,434 4,537 1,398 5,935

構成比 44.3% 35.1% 42.1% 55.7% 64.9% 57.9% 100.0% 100.0% 100.0%

人 1,753 568 2,321 3,218 902 4,120 4,971 1,470 6,441

構成比 35.3% 38.6% 36.0% 64.7% 61.4% 64.0% 100.0% 100.0% 100.0%

人 1,991 555 2,546 3,024 912 3,936 5,015 1,467 6,482

構成比 39.7% 37.8% 39.3% 60.3% 62.2% 60.7% 100.0% 100.0% 100.0%

人 1,781 494 2,275 2,855 871 3,726 4,636 1,365 6,001

構成比 38.4% 36.2% 37.9% 61.6% 63.8% 62.1% 100.0% 100.0% 100.0%

人 1,635 533 2,168 3,020 926 3,946 4,655 1,459 6,114

構成比 35.1% 36.5% 35.5% 64.9% 63.5% 64.5% 100.0% 100.0% 100.0%

人 1,858 492 2,350 3,167 1,005 4,172 5,025 1,497 6,522

構成比 37.0% 32.9% 36.0% 63.0% 67.1% 64.0% 100.0% 100.0% 100.0%

人 1,910 548 2,458 2,856 1,026 3,882 4,766 1,574 6,340

構成比 40.1% 34.8% 38.8% 59.9% 65.2% 61.2% 100.0% 100.0% 100.0%

人 1,561 510 2,071 2,768 1,131 3,899 4,329 1,641 5,970

構成比 36.1% 31.1% 34.7% 63.9% 68.9% 65.3% 100.0% 100.0% 100.0%

人 1,629 471 2,100 2,748 1,217 3,965 4,377 1,688 6,065

構成比 37.2% 27.9% 34.6% 62.8% 72.1% 65.4% 100.0% 100.0% 100.0%

人 1,472 331 1,803 3,048 939 3,987 4,520 1,270 5,790

構成比 32.6% 26.1% 31.1% 67.4% 73.9% 68.9% 100.0% 100.0% 100.0%

人 1,591 409 2,000 2,928 956 3,884 4,519 1,365 5,884

構成比 35.2% 30.0% 34.0% 64.8% 70.0% 66.0% 100.0% 100.0% 100.0%

人 1,618 366 1,984 2,653 961 3,614 4,271 1,327 5,598

構成比 37.9% 27.6% 35.4% 62.1% 72.4% 64.6% 100.0% 100.0% 100.0%

人 1,603 369 1,972 2,452 1,172 3,624 4,055 1,541 5,596

構成比 39.5% 23.9% 35.2% 60.5% 76.1% 64.8% 100.0% 100.0% 100.0%

人 1,536 448 1,984 2,252 987 3,239 3,788 1,435 5,223

構成比 40.5% 31.2% 38.0% 59.5% 68.8% 62.0% 100.0% 100.0% 100.0%

人 1,659 439 2,098 2,442 1,350 3,792 4,101 1,789 5,890

構成比 40.5% 24.5% 35.6% 59.5% 75.5% 64.4% 100.0% 100.0% 100.0%

人 1,527 422 1,949 2,574 1,345 3,919 4,101 1,767 5,868

構成比 37.2% 23.9% 33.2% 62.8% 76.1% 66.8% 100.0% 100.0% 100.0%

人 1,405 437 1,842 2,860 1,182 4,042 4,265 1,619 5,884

構成比 32.9% 27.0% 31.3% 67.1% 73.0% 68.7% 100.0% 100.0% 100.0%

人 1,314 357 1,671 2,854 1,267 4,121 4,168 1,624 5,792

構成比 31.5% 22.0% 28.9% 68.5% 78.0% 71.1% 100.0% 100.0% 100.0%

人 1,200 378 1,578 2,555 2,091 4,646 3,755 2,469 6,224

構成比 32.0% 15.3% 25.4% 68.0% 84.7% 74.6% 100.0% 100.0% 100.0%

人 450 139 589 1,215 272 1,487 1,665 411 2,076

構成比 27.0% 33.8% 28.4% 73.0% 66.2% 71.6% 100.0% 100.0% 100.0%

人 1,370 130 1,500 3,411 991 4,402 4,781 1,121 5,902

構成比 28.7% 11.6% 25.4% 71.3% 88.4% 74.6% 100.0% 100.0% 100.0%

人 1,666 132 1,798 3,115 966 4,081 4,781 1,098 5,879

構成比 34.8% 12.0% 30.6% 65.2% 88.0% 69.4% 100.0% 100.0% 100.0%

人 1,548 96 1,644 3,105 846 3,951 4,653 942 5,595

構成比 33.3% 10.2% 29.4% 66.7% 89.8% 70.6% 100.0% 100.0% 100.0%

人 1,375 131 1,506 3,154 693 3,847 4,529 824 5,353

構成比 30.4% 15.9% 28.1% 69.6% 84.1% 71.9% 100.0% 100.0% 100.0%

人 1,396 82 1,478 3,039 881 3,920 4,435 963 5,398

構成比 31.5% 8.5% 27.4% 68.5% 91.5% 72.6% 100.0% 100.0% 100.0%

人 1,415 205 1,620 3,184 944 4,128 4,599 1,149 5,748

構成比 30.8% 17.8% 28.2% 69.2% 82.2% 71.8% 100.0% 100.0% 100.0%

人 1,412 119 1,531 3,078 931 4,009 4,490 1,050 5,540

構成比 31.4% 11.3% 27.6% 68.6% 88.7% 72.4% 100.0% 100.0% 100.0%

人 1,194 115 1,309 3,060 913 3,973 4,254 1,028 5,282

構成比 28.1% 11.2% 24.8% 71.9% 88.8% 75.2% 100.0% 100.0% 100.0%

人 853 0 853 1,565 0 1,565 2,418 0 2,418

構成比 35.3% #DIV/0! 35.3% 64.7% 0.0% 64.7% 100.0% 100.0% 100.0%

人 2,516 41 2,557 3,470 704 4,174 5,986 745 6,731

構成比 42.0% 5.5% 38.0% 58.0% 94.5% 62.0% 100.0% 100.0% 100.0%

人 1,457 101 1,558 3,933 712 4,645 5,390 813 6,203

構成比 27.0% 12.4% 25.1% 73.0% 87.6% 74.9% 100.0% 100.0% 100.0%

人 1,550 39 1,589 3,427 883 4,310 4,977 922 5,899

構成比 31.1% 4.2% 26.9% 68.9% 95.8% 73.1% 100.0% 100.0% 100.0%

人 1,651 37 1,688 2,878 656 3,534 4,529 693 5,222

構成比 36.5% 5.3% 32.3% 63.5% 94.7% 67.7% 100.0% 100.0% 100.0%

人 50,907 9,984 60,891 94,434 31,540 125,974 145,341 41,524 186,865

構成比 35.0% 24.0% 32.6% 65.0% 76.0% 67.4% 100.0% 100.0% 100.0%

人 1,543 303 1,845 2,862 956 3,817 4,404 1,258 5,663

構成比 35.0% 24.1% 32.6% 65.0% 76.0% 67.4% 100.0% 100.0% 100.0%

＊　人数は修了者数、比率は県と市町村等の人数割合を表す。

＊　２２年度から職層研修は基本研修に名称変更。

＊　専門研修等は、選択研修及び指導者養成研修の合計である。（２７年度まで行政経営セミナーを含む。）
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Ⅱ 政策形成支援事業 

  県内自治体等が実施する調査研究及び政策形成が円滑かつ効果的に行われるよう、次の

支援事業を実施した。 

 

１ 政策形成実践研修（短期集中研究会） 

自治体等職員の政策形成能力の向上を支援するため、受講者が研究対象とする自治体の現

状と課題を調べ、選定した課題について解決の参考となる事業を構築しながら、政策形成の

基本プロセスを学ぶ研修を実施した。 

 

（内 容） 

○ 短期間で、政策形成（政策立案）の基本プロセスを学ぶことを目的に、１グループ５人程度 

で地域課題をテーマに事業の構築を行うもので、講義、研究活動、フィールドワークを組み合

わせた実践的なもの。  

○ ５日間の集合研修を３回に分け、約１ヶ月の間に行う。集合研修日以外に、フィールドワー 

クの振り返りを個人ワークもしくはグループで集まって議論・検討するなど、自主的に行う学

習もある。 

○ グループ員の所属団体の中からモデル自治体を選定し、モデル自治体が抱える課題の中から、 

研究テーマを選定して、解決のための事業を構築する。 

 

 

（１）第１回 

実 施 期 間 令和６年７月～８月（全５日間） 

参 加 者 １０名（県職員４名、市町村職員６名） 

研究テーマ 
Ａグループ：ひらたファン獲得事業 

Ｂグループ：満喫“田村市の夏”周遊スタンプラリー事業 

モデル自治体 平田村、田村市 

研  修  日 場  所 

１日目 令和６年７月 ８日（月） 
ふくしま自治研修センター（１泊２日） 

２日目     ７月 ９日（火） 

３日目 
    ７月１７日（水）Ａグループ 

    ７月２３日（火）Ｂグループ 

平田村（フィールドワーク） 

田村市（フィールドワーク） 

４日目     ８月 ７日（水） 
ふくしま自治研修センター（１泊２日） 

５日目     ８月 ８日（木） 

 

 

 

 

 



 

（２）第２回 

実 施 期 間 令和６年１０月～１１月（全５日間） 

参 加 者 １５名（県職員１０名、市町村職員５名） 

研究テーマ 

Ａグループ：「ばんげ」に冷やしラーメン食べさきっせ事業 

Ｂグループ：「未来へつなぐ」ふるさと“まるごと”体験事業 

Ｃグループ：来て、住んで、語って“ひろの”事業 

モデル自治体 会津坂下町、棚倉町、広野町 

研  修  日 場  所 

１日目 令和６年１０月１７日(木) 
ふくしま自治研修センター（１泊２日） 

２日目     １０月１８日(金) 

３日目 

    １１月 １日(金)Ｃグループ 

    １１月 ５日(火)Ａグループ  

１１月 ７日(木)Ｂグループ 

広野町役場ほか（フィールドワーク） 

会津坂下町役場ほか(フィールドワーク) 

棚倉町役場ほか（フィールドワーク） 

４日目     １１月１８日(月) 
ふくしま自治研修センター（１泊２日） 

５日目     １１月１９日(火) 

 

＜実施後アンケート＞ 

○ 講義のみの研修とは異なり、実際に政策をつくる手順を身をもって体験することが

でき、想像以上に実践的であり、とても有意義だった。  

○ 課題設定から政策形成までの一連のプロセスを学ぶことができた。また、ＰＤＣＡ 

サイクルを理解することができた。 

○ 現場の生の声を聴いて、事業のイメージを掴むことができた。 

     ○ リーダーの役割も任され、立場上、先輩方に意見を言うことになり大変だったが、

やって良かった。 

○ 県職員でありながら市町村のことを知らなかったので、知ることができてよかっ 

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

２ 政策形成アドバイザー支援事業 

（１）総括支援アドバイザーによる支援（８団体） 

自治体等が実施する職員の政策形成能力を高めるための研修等において、総括支援アドバイザ

ーが、政策形成の基本的な考え方等に関する講義や、グループ討議等における助言・指導等を実施

した。 

 

No 自治体 内 容 実施日・回数 

１ 伊達市 
若手職員、中堅職員を対象に、「仕事の進め方」や「政策形成」に

関する講義、政策形成の手法に関する助言・指導等を行った。 

７月～１１月 

（全４回） 

２ 三春町 
管理職を除く職員を対象に、「政策形成」に関する講義、政策形成

の手法に関する助言・指導等を行った。 

７月～１月 

（全７回） 

３ 
福島県立 
医科大学 

新採用職員及び新規県派遣職員を対象に、「仕事の進め方」や「政

策支援」に関する講義を行った。 

４月３日 

（１回） 

４ 
福島県 

保健福祉部 

新たに福祉行政等に携わることとなった県職員及び市町村

職員を対象に、「仕事の進め方」や「政策形成」に関する講

義を行った。 

５月２７日 

（１回） 

５ 川内村 
係長になる前までの若手職員を対象に、「仕事の進め方」や

「政策形成」に関する講義を行った。 

８月１日 

（２回） 

６ 玉川村 
管理職を除く職員を対象に、「仕事の進め方」や「政策形成」

に関する講義を行った。 

８月２３日 

（２回） 

７ 
福島県会津
地方振興局 

主事から主任主査を対象に、「仕事の進め方」や「政策形成」

に関する講義を行った。 

９月３日 

（２回） 

８ 南相馬市 
主査を対象に、政策形成の基本的な考え方等に関する講義を

行った。 

１１月２５日 

（２回） 

  

＜実施後アンケート＞ 

 

ア 満足度調査 

回 答    割 合（％） 

とても満足 ６３ 

満足 ３７ 

合計 １００ 

 

   イ 感想 

〇 仕事の進め方について、講師の経験に基づいた分かりやすい説明を聞くことができ、 

大変参考になった。 

〇 今後実践可能な講義内容であったため、企画立案の際などに活かしていきたい。 

〇 施策を考え、さらに理解が得られる提案をすることの難しさを実感できた。今までは 

何となく進めていた仕事の進め方を改めて指導してもらった点が参考になった。 

〇 新規事業の作り方の参考となった。政策形成の基礎の部分がよく学べた。 

 

 



 

（２）外部専門家による支援（３団体） 

より専門的知識が要求される政策への助言・指導等については、外部の専門家を紹介し、自治体 

等が円滑に政策形成アドバイザーを確保できるよう支援を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

No  自 治 体 内  容 外部専門家 

１ 
福 島 県 
危機管理部 

福島県安全で安心な県づくり推進会議への委員（会長）と
しての参加、助言。 

センター客員教授 

奥原 英彦 
２ 伊 達 市 

伊達市健幸なまちづくり協議会への委員（会長）としての

参加、助言。 

３ 桑 折 町 
桑折町総合計画審議会、桑折町行政評価・行政改革推進委

員会の長としての参加、助言。 



 

３ 政策課題セミナー 

自治体等にとって関心の高い行政課題について、専門家を招いてタイムリーな情報を提供

するセミナーをオンラインで実施した。 

    

（１）実施内容 

日 時 令和６年１１月２６日（火）１４：００～１６：００ 

実施方法 オンライン（Ｚｏｏｍ） 

テ ー マ 「自治体が目指すべきＤＸとは」 

講 師 西会津町 最高デジタル責任者（ＣＤＯ） 藤井 靖史 氏 

参 加 者 １１８人 

 

（２）実施後アンケート 

 

ア 満足度調査 

回 答   割 合（％） 

とても満足～やや満足 ８８ 

普通 １２ 

合計 １００ 

 

イ 感想 

○ 講師の話が、これまで現場で実施してきた実体験が伴った内容であったため、自身  

が直面している課題と似たものが多く、今後の業務にも参考となった。 

○ 目的と手段の話（デジタルを道具で考える）がとても分かりやすく、あくまでもデ  

ジタルは手段であることを再認識できた。 

○ 「地域課題の解決」と「住民と職員が何に困っているのかを分かっている」ことが 

大事だと学ぶことができた。 

○ 今後、庁内の業務改革を進めるにあたり、なぜデジタルツールを活用するのかとい   

う根本的な考え方を見直すことができた。 

○ 自分の業務において何に困っているのかを把握し、その課題に対して、デジタル技 

術というツールを使って業務改善できないかを検討することが重要と感じた。 

 



 

Ⅲ ふくしま自治研修センターの管理受託事業 

福島県から「ふくしま自治研修センター」の施設管理業務を受託し、当該施設・

設備等の管理運営を実施した。 

１ 受託対象物件 

(1) 土地 福島市荒井字地蔵原乙１５番の１ ほか５３，４８６．12㎡ 

(2) 建物 ふくしま自治研修センター 延べ１０，８７８．98㎡ 

(3) その他附属物及び備品一式 
 

２ 受託業務内容 

(1) 建物等の保安、警備、清掃、保守及び保全等維持管理に関すること。 

(2) 電気、電話及び機械等の諸設備の管理運営に関すること。 

(3)「建築物における衛生的環境の確保に関する法律」及び「消防法」の規定によ

る建物の管理等に関すること。 

(4) 建物等の鍵の保管及び管理に関すること。 

(5) 光熱水費の支払いに関すること。 

(6) 寝具の貸出及び維持管理に関すること。 
 

Ⅳ その他 

１ 公益財団法人としての適正運営の実施 

(1) 法人の適正運営を図るため、次のとおり理事会等を開催した。 

    ア) 理事会 

 

 

 

 

 

 

 

イ) 評議員会 

 

 

ウ) 監事監査 

第１回：令和６年 ４月 １日（月） ※ 書面による決議 

第２回：令和６年 ４月３０日（火） ※ 書面による決議 

第３回：令和６年 ５月２１日（火）  

第４回：令和６年 ６月１０日（月） ※ 書面による決議 

第５回：令和６年 ６月２１日（金） ※ 書面による決議 

第６回：令和６年１２月２５日（水） ※ 書面による決議 

第７回：令和７年 ２月 ６日（木） ※ 書面による決議 

第８回：令和７年 ３月２４日（月）  

第１回：令和６年 ５月 ９日（木） ※ 書面による決議 

第２回：令和６年 ６月２１日（金） ※ 書面による決議 

第３回：令和７年 ２月２１日（金） ※ 書面による決議 

令和６年５月１５日（水）  

(2) 事業目的を適正かつ円滑に実施するため、職員の体制を確保するとともに資

質の向上に努めた。 

(3) 地方公共団体等研修の実施機関としての使命と役割を的確に遂行するため、

関係機関との連携強化に努めた。 

 

２ 給食業務委託事業 

研修生への食事等の提供業務を委託し、「食」の面から研修生活をサポートする

ことにより、研修生の健康管理と研修効果の向上に努めた。 
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